
南島原市

令和7年11月19日

県央県南広域環境組合地域

循環型社会形成推進地域計画【第２期】

県央県南広域環境組合

島原市

諫早市

雲仙市





作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

人口 面積 半島 過疎

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

開始年月日

終了年月日

島原市、諫早市、雲仙市、南島原市

令和8年4月1日

令和13年3月31日

令和7年11月19日

島原市（全部半島・全部過疎）、諫早市（一部半島・一部過
疎）、雲仙市（全部半島・全部過疎）、南島原市（全部半島・全
部過疎）

島原市、諫早市、雲仙市、南島原市、(県央県南広域環境組合)

809.19

257,118

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※

県央県南広域環境組合（平成11年4月1日設立）

5年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

県央県南広域環境組合地域循環型社会形成推進地域計画【第２期】

地域の要件がその他の場合
は具体的に記載

構成市町村等（作成者）名
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

諫早市

未定（実施時期：令和8年度中）

①日本容器包装リサイクル協会への委託（プラ法32条のルート）

　長崎県では、広域化・集約化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、「長
崎県ごみ処理広域化計画」を策定している。
　その中で、県央・県南ブロックは、大村市、島原市、諫早市、雲仙市、南島原市の5
市で形成されるブロックであり、現在は、3焼却施設を2焼却施設に集約するため、大
村市地域と県央県南広域環境組合地域との2地域でごみ処理施設整備・運営事業が進ん
でおり、県央県南広域環境組合地域における県央県南広域環境組合第2期ごみ処理施設
（以下、「第2ごみ処理施設」という。）は令和8年4月より稼働予定である。
　第2期ごみ処理施設稼働後は、南島原市の南有馬クリーンセンター及び県央県南広域
環境組合の既存ごみ処理施設（以下、令和8年4月1日以降「旧ごみ処理施設」とい
う。）を廃止する計画である。

長崎県ごみ処理広域化計画

島原市、雲仙市、南島原市（全部過疎地域であり未定のため）

○

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定
の場合

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済
の場合
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

島原市災害廃棄物処理計画、諫早市災害廃棄物処理計画、
雲仙市災害廃棄物処理計画、南島原市災害廃棄物処理計画

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた
検討状況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称）
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和6年度 令和13年度 現状比

257,118 248,129 -3.5%

32,158 30,522 -5.1%

57,457 54,628 -4.9%

582 571 -1.9%

　その他排出量（トン） 1,355 1,488 9.8%

　⑤総排出量（トン） 90,970 86,638 -4.8%

969 954 -1.5%

　再生利用量 14,872 14,166 -4.7%

16% 16%

　最終処分量 1,669 1,434 -14.1%

2% 2%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 30,617 37,356

　年間の熱利用量（GJ） 160,947 36,958

特記事項

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

その他排出量には、集団資源回収量を含む。

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋その他排出量の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単
位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ
/人日〕
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予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和6年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

90,970 t
リサイクル率

16.3%

処理残さ量

14,623 t
排出量 計画処理 16.3%

89,615 t
100.0% 減量化量

74,429 t
自家処理量 83.1% 最終処分量

1,669 t
1.9%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和13年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

86,638 t
リサイクル率

16.4%

処理残さ量

14,112 t
排出量 計画処理 16.6%

85,150 t
100.0% 減量化量

71,038 t
自家処理量 83.4% 最終処分量

0 t 1,434 t
1.7%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

0 t

0.2%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

13,175 t
14.7%

99.4%

0.4%

1.6%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量

1,488 t

0 t

直接資源化量

85,150 t
1,434 t

14.9%

1.7%

0.0%

100.0%
85,150 t

14,166 t

221 t

0.0%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

12,678 t0 t

342 t

1,355 t 14,872 t

89,615 t
89,052 t 1,448 t
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（３）各構成市町村の一般廃棄物の処理の現状と目標

現状

令和6年度 令和13年度 現状比

6,559 6,329 -3.5%

10,495 9,354 -10.9%

142 140 -1.4%

17,196 15,823 -8.0%

3,368 3,178 -5.6%

20% 20%

396 381 -3.8%

2% 2%

現状

令和6年度 令和13年度 現状比

16,796 15,063 -10.3%

26,767 26,055 -2.7%

1,182 1,320 11.7%

44,745 42,438 -5.2%

6,935 6,554 -5.5%

15% 15%

835 635 -24.0%

2% 1%

現状

令和6年度 令和13年度 現状比

5,570 5,749 3.2%

8,741 7,625 -12.8%

0 0 0

14,311 13,374 -6.5%

2,068 1,910 -7.6%

14% 14%

194 176 -9.3%

1% 1%

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

雲仙市

目標

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

島原市

諫早市

　総排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　事業系ごみ排出量（トン）

　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　排出量

　再生利用量

　最終処分量
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現状

令和6年度 令和13年度 現状比

3,233 3,381 4.6%

11,454 11,594 1.2%

31 28 -9.7%

14,718 15,003 1.9%

2,501 2,524 0.9%

17% 17%

244 242 -0.8%

2% 2%

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

南島原市
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

　事業系ごみについては、事業者自らの責任による適正処理が義務付けられており、事業者自
らがそれぞれの処理施設へ直接搬入するか、構成市が許可した一般廃棄物収集運搬業許可業者
に委託し、ごみ処理を行っている。今後も構成市では、ごみ減量化・資源化の推進に向けて、
多量排出事業者への指導の徹底など、事業者の理解と協力を求めていく。
　県央県南広域環境組合では、構成市と連携し、ごみ搬入時に不適切なごみの混入の可否を調
べる展開検査を実施し、構成市が行う事業者への指導、ごみ減量化・資源化への取り組みを支
援していく。

　上記（１）の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、必要な施設整備、表４のとお
り計画支援事業等を行う。また、参考として現有施設の一覧を表５に示す。

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

　分別区分及び処理方法については、表２のとおりである。
　可燃ごみについては、現在、県央県南広域環境組合が管理・運営する県央県南クリーンセン
ターと南島原市が管理・運営する南有馬クリーンセンターで焼却処理をしている。今後は、令
和8年度から県央県南広域環境組合の第2期ごみ処理施設が稼働開始することによって、焼却施
設の集約化を図り、ごみ処理に伴って得られるエネルギーの回収を行うことで循環型社会に寄
与するとともに、可燃ごみ中継施設を活用した広域的な処理によりごみ処理の効率化を図って
いく。
　不燃ごみ・資源ごみ等については、構成市、県央地域広域市町村圏組合及び島原地域広域市
町村圏組合が処理を行っており、現状の処理体制を維持して再資源化の推進を図っていくが、
それぞれ処理先が異なることから、今後は、施設の集約化やごみ処理の効率化を図るため、分
別区分の統一化や可燃ごみ処理施設との合築等、将来的な処理体制の検討を引き続き行う。

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 
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表２　県央県南広域環境組合地域各市町村の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法
処理施設

等
分別区分 処理方法

処理施設
等

分別区分 処理方法
処理施設

等
分別区分 処理方法

処理施設
等

一次処理 二次処理

燃やせるご
み

ガ
ス
化

改
質

県央県南ク
リーンセン
ター

もやすごみ
ガ
ス
化

改
質

県央県南ク
リーンセン
ター

可燃ごみ
ガ
ス
化

改
質

県央県南ク
リーンセン
ター

燃えるごみ
(深江・布
津地区)

ガ
ス
化

改
質

県央県南ク
リーンセン
ター

可燃ごみ
焼
却

（

熱
回

収
） 発電

県央県南広域
環境組合第２
期ごみ処理施
設

再資源化

その他
不燃ごみ

破
砕
選

別
島原リサイ
クルプラン
ト

瓦・陶磁器、
束ねるごみ(不
燃物)、粗大ご
み(不燃物)

不燃ごみ
破
砕
選

別
県央不燃物
再生セン
ター

燃えるごみ
(深江・布
津地区以
外)

焼
却

南有馬ク
リーンセン
ター

不燃ごみ
(島原市・
南島原市)

破
砕
・

選
別

島原リサイ
クルプラン
ト

島原地域広域
市町村圏組合
不燃性廃棄物
最終処分場

蛍光管 金属 蛍光管
ガラス・陶
器類、金属
類

破
砕
選

別
島原リサイ
クルプラン
ト

不燃ごみ
(諫早市・
雲仙市)

県央不燃物
再生セン
ター

諫早市一般
廃棄物最終
処分場

乾電池
有害ごみ
(蛍光管)

乾電池 蛍光管
資源ごみ
(島原市・
南島原市)

リ
サ
イ

ク
ル

島原リサイク
ルプラント／
民間業者

缶
有害ごみ
(乾電池)

空き缶 乾電池
資源ごみ
(諫早市・
雲仙市)

県央不燃物再
生センター／
民間業者

ビン 空きかん 空きびん 空き缶類
蛍光管・乾電
池(島原市・
南島原市)

島原リサイ
クルプラン
ト

ペットボト
ル

空きびん
ペットボト
ル

空きびん類

蛍光管・乾
電池(諫早
市・雲仙
市)

県央不燃物
再生セン
ター

プラスチッ
ク製容器包
装

ペットボト
ル

白色トレ
イ・発泡ス
チロール

ペットボト
ル

紙製容器包
装

牛乳パック
プラスチッ
ク製容器包
装

プラスチッ
ク製容器包
装

紙パック 新聞・雑誌
紙製容器包
装

紙製容器包
装

古紙類(新聞
紙・チラシ、
雑誌、段ボー
ル)

ダンボール 牛乳パック 紙パック

小型家電製
品

小型家電製
品

新聞・雑誌 新聞紙

廃食油 ダンボール 雑誌

古着 ダンボール

小型家電製
品

布類

廃食油 小型家電

廃食油

現　　　状（令和　6　年度） 今　　　後（令和　13　年度）

島原市 諫早市 南島原市
分別区分 処理方法

処理施設等雲仙市

リ
サ
イ
ク
ル

破
砕
選
別

県央不燃物
再生セン
ター

リ
サ
イ
ク
ル

島原リサイ
クルプラン

ト

民間業者

リ
サ
イ
ク
ル

リ
サ
イ
ク
ル

県央不燃物
再生セン
ター

民間業者

島原リサイ
クルプラン

ト

民間業者 民間業者

県央不燃物
再生セン
ター

10



表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称 ストックヤード

事業主体 南島原市

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

資源ごみの集積・保
管の効率化のため
（現在屋根付きの保
管場所がない）

施設種別 ストックヤード

処理方式 集積・保管

処理能力（単位） 160（㎡）

事業期間 R7～R12

竣工（事業完了）予定年月 R12.12

設置予定地
※検討中の場合は「未定」

南島原市南有馬町戊
1751番地1

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.3ｍ以上～
1.0m未満

浸水対策

止水版の設置、処理
が困難になる場合
は、収集を一時的に
止める
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表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称 ストックヤード

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

－

プラ要件化の
経過措置の適用

－

プラ施設整備事業 －

CO2削減率
※改良事業の場合

－

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

－

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合

新聞紙、雑誌、段
ボール、シュレッ
ダー、紙パック、紙
製容器包装、ペット
ボトル、プラスチッ
ク容器包装

要綱第５の２による交付
をうける予定の場合は、
施設減少数と対象市町村

増加数の合計
※以下の項目を記載

本施設整備にあたり
廃止する施設(処理対象市

町村名)

広域化・集約化後の処理
対象市町村数（処理対象

市町村名）

備考

12



表３－Ｃ　エネルギー回収等のための整備事業

事業番号 2

施設名称 第2期ごみ処理施設

事業主体
県央県南広域環境組

合

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

長崎県ごみ処理広域
化計画に沿った県央
県南広域環境組合地
域における可燃ごみ
広域処理のため

施設種別
ごみ焼却施設（エネ
ルギー回収あり）

型式及び処理方式 ストーカ式

処理能力（単位） 287(t/日)

事業期間 R4～R7

竣工（事業完了）予定年月 R8.3

設置予定地
※検討中の場合は「未定」

諫早市福田町1250

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

プラ要件化の経過措置 ○

エネルギー回収率
※発電・熱回収がある

場合
回収率25.5％

余熱利用の計画 温水及び電力供給

外部供給における利活
用の概要

余熱利用施設「のん
のこ温水センター」
への温水及び電力供

CO2削減率
※改良事業の場合

－

燃料の利用計画
※ごみ燃料化施設を整

備する場合
－

バイオガス熱利用率
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

バイオガスの利用計画
※バイオガス化施設を

整備する場合
－
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事業番号 2

施設名称 第2期ごみ処理施設

計画１人１日平均排出
量（g）

571g

計画収集人口（人） 248,129人

計画直接搬入量
（t/日）

83.62t

計画年間日平均処理量
（t/日）

225t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

通知に基づく施設規模
（計画１人１日平均排出量×計画収集人口

＋計画直接搬入量）÷実稼働率

284t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

災害廃棄物処理計画へ
の受入の記載有無

災害廃棄物処理量
（見込み％）

災害廃棄物処理量を見込
んだ通知に基づく施設規

模
284t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

適切な施設規模よりも大
きいまたは小さい施設規

模で整備する場合

①施設規模算定通
知２(4)を適用

要綱第５の２による交付
をうける予定の場合は、
施設減少数と構成市町村

増加数の合計
（下記にその詳細を記

載）

本施設整備にあたり
廃止する施設
(対象市町村)

広域化・集約化後
の構成市町村数
（対象市町村）

備考

エネルギー回収のありなしに関わらず、焼却施設を環境省所管の交付金等を活用し、整備する場合は下記を記載
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表３－Ｄ　廃棄物運搬中継のための整備事業

事業番号 3

施設名称 南部リレーセンター

事業主体
県央県南広域環境組

合

工種 新設工事

事業目的
（新設等の理由）

ごみ処理の広域化・
集約化に際し、新処
理施設の建設予定地
より遠方となる南島
原市のごみ収集運搬
効率の向上を図るた
め

型式及び処理方式
コンパクタ・コンテ

ナ方式

処理能力（単位） 43（t/日）

事業期間 R6～R7

竣工（事業完了）予定年月 R8.3

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」

南島原市南有馬町戊
1751-7

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.3ｍ以上～
1.0m未満

浸水対策

処理が困難になる場
合は地域内の他のリ
レーセンターで処理

する。

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

プラ要件化の経過措置 ○

プラ施設整備事業 －

関連する広域化・集約化
事業の概要

県央県南広域環境組
合地域における、可
燃ごみ広域処理施設
として、諫早市にご
み処理施設を新設(事
業番号2)し、4市の可
燃ごみを広域処理す

施設へのごみの直接持ち
込みの有無

有

取扱う収集品目 可燃ごみ

備考
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ① ② ③ ④ ⑤

関連する本体事業の番
号

1 2 3

事業名
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 南島原市
県央県南広域環境組

合
県央県南広域環境組

合
県央県南広域環境組

合
南島原市

事業目的
ストックヤード整備

工事のため

エネルギー回収型廃
棄物処理施設整備工

事のため

廃棄物運搬中継施設
整備工事のため

県央県南クリーンセ
ンターの解体

南有馬クリーンセン
ターの解体

事業概要 実施設計

測量調査、地質調
査、敷地造成計画、
敷地造成設計、生活
環境影響調査、発注

実施計画策定等、土
壌汚染調査、測量調
査、地質調査、生活
環境影響調査、発注

アスベスト調査、地
歴調査、土壌調査、
発注支援、プロセス

水成分分析調査

アスベスト調査、地
歴調査、土壌調査、

発注支援

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○ ○ ○ ○

プラ要件の経過措置 － ○ ○ － －

プラ施設整備事業 － － － － －

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 焼却施設 焼却施設 焼却施設 中継施設 中継施設 リサイクル施設 リサイクル施設 最終処分場 最終処分場

施設名
県央県南クリーン

センター
南島原市南有馬ク
リーンセンター

諫早市環境セン
ター

西部リレーセン
ター

東部リレーセン
ター

県央不燃物再生セ
ンター

島原リサイクルプ
ラント

諫早市一般廃棄物
最終処分場

島原地域広域市町村
圏組合不燃性廃棄物

最終処分場

施設所有主体
県央県南広域環境

組合
南島原市 諫早市

県央県南広域環境
組合

県央県南広域環境
組合

県央地域広域市町
村圏組合

島原地域広域市町
村圏組合

諫早市
島原地域広域市町

村圏組合

型式及び処理方式 ガス化改質方式 ストーカ炉 ストーカ炉
コンパクタ・コン

テナ方式
コンパクタ・コン

テナ方式
選別・圧縮 選別・圧縮

管理型浸出水処理
施設

管理型浸出水処理
施設／熱発散設備

処理能力（単位） 300(t/日) 60(t/日) 118(t/16h) 55(t/日) 94(t/日) 48(t/日) 30(t/日) 14,841m3 59,200m3

エネルギー回収の有無 有 無 無 － － － － － －

竣工年月 H17.3 H12.3 S62.3 H17.3 H17.3 H6.4 H5.4 H13.4 H5.4

廃止又は休止（予定）年月 R8.4 R8.4 H23(休止中) － － － － － －

施設所在地 諫早市福田町1250
南島原市南有馬町

戊1751-1
諫早市福田町1101-

2
雲仙市千々石町丙

694
島原市前浜町丙74

諫早市小豆崎町89-
4

島原市西町1397-1 諫早市小豆崎町26 島原市西町丙1450

想定される浸水深 浸水深0.0m
浸水深0.3ｍ以上～

1.0m未満
浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0m 浸水深3.0ｍ 浸水深0.0m 浸水深3.0ｍ 浸水深0.0ｍ

浸水対策

処理が困難になる
場合は、地域内の
他施設へ処理を依
頼する。

処理が困難になる
場合は、地域内の
他施設へ処理を依
頼する。

処理が困難になる
場合は、地域内の
他施設へ処理を依
頼する。

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

関連性・連続性の
解体

跡地利用の解体

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月

令和8年4月 令和9年1月

完了（予定）年月
令和13年3月 令和11年3月

解体に関連する新設事業番号
※表３の事業番号

2 1、3

備考
県央県南広域環境
組合で解体予定

南島原市で解体予
定
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

　　オ　事業系ごみに関する施策内容

　構成市では、事業系ごみの処理について適切な処理手数料を徴収することにより、
減量化対策を行い、事業者に対する減量化計画の策定要請を検討するなど、計画的な
事業系ごみの排出抑制対策を講じる。

６　関連するその他の施策

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

　家電リサイクル法に基づく適切な回収、再商品化がなされるよう、小売店等と協力
して、市民に対する適正なリサイクルルートの周知、啓発を行う。
　また、小型家電リサイクル法に基づき、ボックス回収やピックアップ式による回収
を行っており、継続して資源化を進めていく。

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

　プラスチック資源の分別収集及び再商品化については、構成市が主体となって、従
来よりプラスチック容器包装廃棄物を分別収集し、容器包装リサイクル法に基づく指
定法人に再商品化を委託している。また、県央県南広域環境組合では対象外のプラス
チック廃棄物について、当面の間可燃として焼却処分を継続するが、今後コストや環
境影響等の情報収集を行い、財政状況を踏まえながら分別収集・再商品化の実施方法
や実施時期について構成市において検討を行う。

　構成市では、可燃ごみのみ指定袋を導入しており、今後のごみ排出量の推移に注視
しつつ、ごみ減量を目的として、可燃ごみの指定袋料金の見直し、その他のごみの指
定袋導入についての検討を行う。

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

　火災事故等を未然に防止するため、リチウム蓄電池の適正な排出方法等について、
ホームページ等を通じて市民に周知啓発を実施するとともに、専用回収ＢＯＸでの回
収を引き続き行っていく。
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　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項

　現在、構成市では、災害廃棄物対策指針に基づき、長崎県災害廃棄物処理計画及び
各市の地域防災計画と整合を図った災害廃棄物処理計画を策定している。
　地震や風水害等自然災害の発生により、一時的に大量発生した災害廃棄物の処理に
ついては、衛生的で快適な生活環境を保持する観点から、近隣自治体、長崎県、国と
の連携による広域支援体制を確保し、迅速かつ適切な対応を図ることとする。
　また、近隣自治体等において自然災害等が発生し、当該市町村からごみ処理の要請
があった場合についても同様とする。
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

　毎年、計画の進捗状況を把握しその結果を公表するとともに、必要に応じて県央県
南広域環境組合、構成市、長崎県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案
し計画の見直しを行う。

　計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速や
かに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。また、評価の結果を公表するとと
もに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。
　なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直す
ものとする。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

256,000 256,000 248,050 248,050 0 0 0 20,500 227,550

1 南島原市 160 ㎡ R11 R12 R11 R12 256,000 256,000 248,050 248,050 20,500 227,550

5,216,149 5,216,149 5,216,149 5,216,149 1,216,149 10,000 798,000 1,596,000 1,596,000

2
県央県南広
域環境組合

R7 R12 R8 R12 5,196,149 5,196,149 1,216,149 9,950 794,010 1,588,020 1,588,020 全体の事業期間：R7～R12

2
県央県南広
域環境組合

R9 R12 R9 R12 20,000 20,000 50 3,990 7,980 7,980

2,564,650 2,564,650 2,564,650 2,564,650 10,119 303,581 2,250,950 0 0

3 南島原市 R7 R10 R8 R10 2,564,650 2,564,650 2,564,650 2,564,650 10,119 303,581 2,250,950 全体の事業期間：R7～R10

160,298 120,956 159,198 118,051 64,151 53,900 0 0 0

① 南島原市 R7 R8 R7 R8 13,361 13,361 13,361 11,556 11,556 全体の事業期間：R7～R8

④
県央県南広
域環境組合

R6 R9 R6 R9 118,500 88,000 117,400 86,900 33,000 53,900 全体の事業期間：R6～R9

⑤ 南島原市 R7 R8 R7 R8 28,437 19,595 28,437 19,595 19,595 全体の事業期間：R7～R8

8,197,097 8,157,755 8,188,047 8,146,900 1,290,419 367,481 3,048,950 1,616,500 1,823,550

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間 交付対象事業費（千円）
備　　考

5,216,149
廃焼却施設解体（県央県南クリーンセ
ンター）事務費

施　設　名　称　等

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

ストックヤード

エネルギー回収等のための整備事業

廃焼却施設解体（県央県南クリーンセ
ンター）

5,216,149

廃棄物運搬中継のための整備事業

廃焼却施設解体（南島原市南有馬ク
リーンセンター）

合     　　計

事業番号⑵のための計画支援

計画支援事業等

事業番号1のための計画支援

事業番号⑶のための計画支援
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①　一般廃棄物の処理に係わるトレンドグラフ

②　対象地域図

③　地域内の施設の現況と予定（位置図）

④　現有及び新設予定の廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ

県央県南広域環境組合地域

循環型社会形成推進地域計画【第２期】

添付資料



目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

①総人口（人） 265,040 262,721 259,895 257,118 255,879 254,552 253,248 251,962 250,692 249,434 248,129

②事業系ごみ排出量
（トン）

32,697 32,233 32,773 32,158 32,019 31,758 31,581 31,233 30,969 30,704 30,522

③生活系ごみ排出量
（トン）

63,180 62,248 59,493 57,457 58,219 57,594 57,130 56,353 55,738 55,124 54,628

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

621 617 593 582 592 589 585 582 578 575 571

その他排出量
（トン）

1,833 1,683 1,438 1,355 1,570 1,551 1,539 1,520 1,507 1,495 1,488

⑤総排出量
（トン）

97,710 96,164 93,704 90,970 91,808 90,903 90,250 89,106 88,214 87,323 86,638

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

1,010 1,003 985 969 983 978 974 969 964 959 954

⑦総資源化量
（トン）

16,805 15,859 15,536 14,872 15,095 14,843 14,739 14,559 14,418 14,281 14,166

⑧埋立最終処分量
（トン）

1,226 1,893 1,619 1,669 1,569 1,529 1,514 1,491 1,470 1,451 1,434

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

3,117 3,049 3,074 2,883 2,886 2,871 2,865 2,843 2,827 2,812 2,798

年間日数
（日）

365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366

一般廃棄物の処理の実績と予測

一般廃棄物の処理に係るトレンドグラフ

指標・単位

現状 予測

※現状はそれぞれの構成市の一般廃棄物処理実態調査結果の数値を基に作成。
また、雲仙市と南島原市の令和2年度から令和4年度のごみ搬出量はコロナ化の異常値としてみなし、令和1年度と令和5年度の実績を按分した数値を用いた。



一般廃棄物の処理に係るトレンドグラフ

1,833 1,683 1,438 1,355 1,570 1,551 1,539 1,520 1,507 1,495 1,488 

63,180 62,248 59,493 57,457 58,219 57,594 57,130 56,353 55,738 55,124 54,628 

32,697 32,233 32,773 32,158 32,019 31,758 31,581 31,233 30,969 30,704 30,522 

97,710 96,164 93,704 90,970 91,808 90,903 90,250 89,106 88,214 87,323 86,638 
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現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量
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16,805 
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現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）



一般廃棄物の処理に係るトレンドグラフ
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現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

621 617 593 582 592 589 585 582 578 575 571 

1,010 1,003 985 969 983 978 974 969 964 959 954 
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現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）



対象地域図

諫早市

雲仙市

南島原市

島原市



地域内の施設の現況と予定（位置図）

諫早市一般廃棄物最終処分場

諫早市

東部リレーセンター

県央県南広域環境組合
県央不燃物再生センター

県央地域広域市町村圏組合（休止施設）

諫早市環境センター

諫早市
島原地域広域市町村圏組合不燃性廃棄物最終処分場

島原地域広域市町村圏組合

島原リサイクルプラント

島原地域広域市町村圏組合

西部リレーセンター

県央県南広域環境組合

（整備予定施設）

第2期ごみ処理施設

県央県南広域環境組合

南島原市南有馬クリーンセンター

南島原市

（整備予定施設）

南部リレーセンター

県央県南広域環境組合

県央県南クリーンセンター

県央県南広域環境組合



　島原市

現有及び新設予定の廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ

南島原地域広域市町村圏組合不燃性廃棄物最終処分場

南島原地域広域市町村圏組合

島原リサイクルプラント

島原地域広域市町村圏組合

東部リレーセンター

県央県南広域環境組合



　諫早市

野田市清掃工場

野田市リサイクルセンター

野田市第二清掃工場

諫早市一般廃棄物最終処分場

諫早市

県央不燃物再生センター

県央地域広域市町村圏組合

（休止施設）

諫早市環境センター

諫早市

（整備予定施設）

第2期ごみ処理施設

県央県南広域環境組合

県央県南クリーンセンター

県央県南広域環境組合



　雲仙市

西部リレーセンター

県央県南広域環境組合



　南島原市

南島原市南有馬クリーンセンター

南島原市

（整備予定施設）

南部リレーセンター

県央県南広域環境組合


